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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や健全性の向上に取り組んでおります。また、コーポレート・ガ
バナンスの基本とも言えるコンプライアンスについても、法令の遵守にとどまらず、事業活動の全てにおいて、社会の一員であることを自覚した行
動をとっております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則２－２　会社の行動準則の策定・実践】

＜補充原則２－２①＞

「萩原電気グループ企業行動憲章」と「萩原電気グループ企業行動規範」を策定し、海外子会社の現地スタッフも含めた全社員が随時確認できる
ようにするとともに、年１回のコンプライアンス教育による周知活動により、倫理観の向上に努めています。

当該補充原則が求める「萩原電気グループ企業行動憲章」の実践状況の定期的なレビューについては、新たな取り組みとして従業員への同行動
憲章の実践状況にかかる意識調査を実施し、その調査結果を取締役会でレビューすることを予定しております。

【原則４－２　取締役会の役割・責務（２）】

＜補充原則４－２②＞

サスティナビリティ方針については、取締役会において策定し、当社ホームページ（https://www.hagiwara.co.jp/csr/）に開示しております。人的資
本・知的財産への投資等の経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行状況については、今後、実効的な監督体制の整備を行っ
ていく予定です。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

＜補充原則４－８②＞

当社は筆頭独立社外取締役を決定しておりませんが、独立社外取締役３名は、全員監査等委員であり、監査等委員会において情報交換を実施
すると共に、常勤監査等委員を通じた経営陣との連絡・調整機能を有しております。また、監査等委員会と取締役社長との定期的な情報交換の場
を設けており、経営陣と独立社外取締役との連携を図っております。

【原則４－11　取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役会は、迅速かつ的確な意思決定や業務執行の監視を各事業領域において実行できる能力のほか、知識、経験や職歴及び年齢の
面でもバランスに配慮した人材で構成することを方針としており、提出日現在で、実効性のある取締役会として十分機能していると考えております
。

一方で、持続的成長や中長期的な企業価値向上に向けては、ジェンダーや国際性、職歴、年齢の面を含む多様性についての重要性も認識してお
りますが、取締役会の多様性と実効性を両立するためには、社内からの人材輩出が最重要であると考えております。このため、多様性ある社内人
材の母数の増加および育成の取組みを積極的かつ継続的に進めております。

＜補充原則４－11①＞

スキル・マトリックスについては、次回の取締役の改選に伴う候補者の選定に活用すべく策定中であり、開示については2022年６月開催予定の定
時株主総会招集通知参考書類への記載を予定しています。

経営経験を有する独立社外取締役の選任については、取締役候補者のスキルバランス等を考慮し、選任を検討する方針としています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

１．政策保有に関する方針

当社では、電子部品等の安定的な調達・供給や取引関係の維持・強化を主な目的として、事業戦略上の重要性、取引先との協力関係等を総合的
に勘案し、事業の持続的発展と中長期的な企業価値向上に資する場合に、必要と認める株式を保有することがあります（以下「政策保有株式」と
いう）。ただし、政策保有株式の保有合理性につき毎年見直しを行い、保有合理性が低下したと判断される株式は、適宜売却いたします。

２．政策保有の適否の検証方法

政策保有株式は、毎年、取締役会で個別銘柄ごとに経済合理性・保有意義等を検証し、保有継続の可否を見直しております。なお、経済合理性
は、配当や株価の状況、当社利益への貢献度合いが資本コストに見合っているか等の定量的な基準により検証を行い、また、保有意義等につい
ては、電子部品等の安定的な調達・供給や円滑な取引関係の構築・維持に関し、長期的・戦略的な視点で検証を行っています。

３．政策保有株式に係る議決権行使の基準

当社グループが保有する政策保有株式の議決権行使にあたっては、当社グループの事業の持続的発展と中長期的な企業価値向上に資するよう
に行使することを基本方針とし、原則として賛成票を投じるものといたします。



ただし、株主の権利または株主価値が大きく棄損する恐れのある下記の「慎重な判断を要する議案」については、上記の基本方針の観点から個
別に精査して賛否を決定するものとしております。

①役員の改選任、報酬議案

・赤字が２期以上継続している場合

・当該企業に社会的不祥事が発生している場合

②定款変更議案

・株主の権利または株主価値が大きく損なわれる恐れのある場合

③その他の議案

・組織再編、買収防衛策、株主提案等、株主の権利または株主価値が大きく損なわれる恐れのある場合

また、上記基準に沿った適切な議決権行使を行うため、「慎重な判断を要する議案」の賛否の検討にあたっては、関係部署からの意見を聴収する
とともに、必要に応じて株式の発行会社との対話を行うこととしております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社役員の関連当事者取引については、取締役会規程及び取締役会付議基準書に基づき、重要な事実を取締役会に付議し決議しています。

また、四半期ごとに関連当事者との取引に関する調査を実施し、取引実績を開示しています。

【原則２－４　女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

＜補充原則２－４①＞

当社グループが持続的成長や中長期的な企業価値を向上させていくため、女性、外国人、様々な職歴を持つ中途採用者など、多様な人材の採用
や管理職への登用を積極的かつ継続的に進めており、それぞれの人数について現状より増加させることを目標に取り組んでおります。なお、女性
および外国人に係わる現在の人数は次の通りです。

（2021年３月期の取組み状況）

　女性管理職　　　　　　　　　　 ４名（前年比+１名）

　女性総合職（管理職除く） 　23名（前年比+２名）

　外国人総合職　　　　　　　　　３名（前年比-１名）

　外国人管理職　　　　　　　　　０名

　〔2021年４月１日現在〕

また、当社グループ中期経営計画(Make New Value 2023)において時代・環境に適応可能なビジネススキル・専門性の向上などプロフェショナル人

材の育成に取り組むとともに、在宅勤務制度など働きやすい職場環境や人事制度の整備、適材適所の人材活用などにより企業価値の向上に取
り組むとともに、中核人材である新任管理職を対象に経営人材の育成を目的とした選抜型の次世代リーダー養成塾を継続的に実施しております
。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社グループは、確定給付企業年金制度と確定拠出企業年金制度を導入しております。

確定給付企業年金制度においては、従業員の安定的な資産形成のみならず、当社グループの財政状況に与える影響を踏まえ、経理部門内に企
業年金運用に知見を有した人材を配置し、人事部門と連携して年金資産運用管理を行っております。また、企業年金担当者は運用委託機関から
定期的に報告を受け、運用状況等をモニタリングしております。

確定拠出企業年金においては、従業員の資産形成支援を目的として、入社時教育を通じて制度の基本知識や資産運用に関する注意点を周知し
ております。

【原則３－１　情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　経営理念である「創造と挑戦」のもと、中期経営計画を策定し、経営ビジョン、経営方針、重点戦略、経営目標を明確にしています。その内容につ
いてはホームページ（https://www.hagiwara.co.jp/）や有価証券報告書などによって開示しています。

２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書のⅠ「１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

３．経営陣幹部・取締役の報酬決定

本報告書のⅡ「１．機関構成・組織運営等に係る事項【取締役報酬関係】」に記載のとおりです。

４．経営陣幹部選解任、取締役候補指名

（１）方針

執行役員の選任及び取締役（監査等委員であるものを除く。）候補の指名においては、的確かつ迅速な意思決定や業務執行の監視を各事業領域
において実行できるようバランスに配慮し、適材適所の観点から総合的に検討しています。

また、監査等委員である取締役候補の指名においては、財務・会計・法務などの専門的な知見、当社事業に関する知識及び企業経営に関する多
様な視点のバランスを考慮し、適材適所の観点から総合的に検討しています。

なお、上記の経営陣幹部において、不正の行為又は法令・定款に違反する重大な事実が認められる場合、取締役会にて解任の審議をいたします
。

（２）手続

方針に基づき、執行役員の選任及び取締役候補の指名においては取締役会が決議し、監査等委員である取締役候補の指名においては監査等
委員会の同意を得た後、取締役会が決議します。

なお、取締役については、指名・報酬諮問委員会が審議を経てその結果を取締役会に答申し、取締役会は答申内容も尊重して選解任を決定する
こととしております。

５．個々の選解任・指名についての説明

取締役の各候補者及び略歴等について、株主総会参考書類に記載しています。

（株主総会招集通知：https://www.hagiwara.co.jp/ir/stocks/meeting/）

＜補充原則３－１③＞

当社のサスティナビリティへの取り組みについては、当社ホームページ（https://www.hagiwara.co.jp/csr/）において開示し、情報提供を行っており



ます。人的資本への投資は、重要事項ととらえ、中期経営計画の経営方針において、「ヒトと組織とシステムの高度化によって事業基盤強化を目
指す」、戦略として「従業員エンゲージメント向上」と「プロフェッショナル人材育成」を掲げています。また、知的財産への投資については、現状では
重要性が低いととらえていますが、中期経営計画の経営方針として掲げる「新高付加価値事業の創出で収益向上を目指す」を実現する過程で重
要性が高まれば開示していくことを検討しています。

【原則４－１　取締役会の役割・責務（１）】

＜補充原則４－１①＞

取締役会が判断・決定すべき事項を取締役会規程及び取締役会付議基準書で規定するとともに、その他の事項については、経営陣は、経営に及
ぼす重要度により定められた金額等の決裁基準に基づき、業務を執行しています。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

「社外取締役の選任及び独立性に関する基準」を定め、基準を満たす候補者を選定しています。

具体的には、社外取締役の選任にあたっては、会社法上の社外性要件に加え、誠実な人格、高い見識と能力、広範な知識と経験及び実績を重視
しています。

また、上場証券取引所が定める独立役員の要件を満たし、一般株主との間に利益相反が生じるおそれのない者を独立役員に指定しています。

【原則４－10　任意の仕組みの活用】

＜補充原則４－10①＞

当社では、後継者計画を含む経営陣幹部や取締役等の指名及び報酬などの特に重要な事項について、社内取締役２名と独立社外取締役３名を
構成員とする指名・報酬諮問委員会において、ジェンダー等の多様性やスキルの観点を踏まえて審議し、取締役会へ答申することとしており、取
締役会の機能の独立性や客観性は確保されております。

【原則４－11　取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

＜補充原則４－11②＞

当社役員が他社の役員を兼務する場合は、取締役会での承認・報告を行っており、当社の業務に支障がないことを確認しています。

また、事業報告において、重要な兼職の状況を開示しています。

（株主総会招集通知：https://www.hagiwara.co.jp/ir/stocks/meeting/）

＜補充原則４－11③＞

当社は、取締役会の機能向上を図るため、取締役会の実効性に関する分析および評価を実施しております。

（１）プロセス

取締役全員を対象に、取締役の構成や取締役会の運営等の７つの項目に対して、５段階の評価と自由記入意見を組み合わせたアンケートによる
自己評価を行い、その分析結果について取締役会で意見交換、評価を行っています。

なお、客観性ある評価・分析と忌憚のない意見の収集を促進するため、本年より、自己評価・分析にあたっては外部機関の助言を得るとともに、回
答方法は同外部機関に直接回答することで匿名を確保しています。

（２）評価結果

本年の評価の結果、昨年に引き続き、取締役会の実効性はおおむね確保されているとの共通認識が確認されました。

一方で、従来から課題としている多様性の確保を含む取締役会の構成に関する課題や、経営戦略・経営計画に関する議論の充実に関する課題
が引き続き認識されました。

また、新たな課題として、最近の議論の活発化を背景とした取締役会の審議時間確保や議論充実のための施策に関する課題および議論充実の
前提となるスキル向上を促すための役員トレーニングに関する課題が新たに認識されました。

今後も、本評価で抽出された課題への取り組みを通じて、取締役会の実効性の向上に努めてまいります。

【原則４－14　取締役のトレーニング】

＜補充原則４－14②＞

新任の取締役には、新任役員研修を実施し、必要な法的知識及び求められる役割・責務を説明しています。

また、年１回の役員向けコンプライアンス教育のほか、社外のセミナーや交流会などに参加する機会を設け、必要な知識の習得や求められる役割
・責務の理解促進に努めています。

社外役員に対しては、上記のほか必要に応じて当社の事業内容や財務状況等について説明をしています。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

株主との建設的な対話を促進するための体制・取組みに関する方針は以下のとおりです。

（１）株主との対話は、社長が担当役員を定め、決算説明会をはじめとした取組みを通じて、建設的な対話促進に努めています。

（２）社内の関連部門は、積極的に連携し、開示資料の作成を行うとともに、開示内容の情報共有を目的とする開示検討会を定期的に開催してい
ます。

（３）対話の手段として、取締役社長が出席する決算説明会の実施や、機関投資家との個別面談などを行っています。

（４）対話で得た意見などは、必要に応じて取締役会、経営陣及び関連部門にフィードバックし、情報の共有及び活用をしています。

（５）インサイダー情報は、社内規程に従い、法令違反がないよう適切に管理しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 710,600 8.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 638,700 7.22

有限会社スタニイ 495,250 5.60

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR: FIDELITY SR INTRINSIC OPPORTUNITIES FUND 350,000 3.96



萩原智昭 337,658 3.82

株式会社三菱UFJ銀行 232,500 2.63

名古屋中小企業投資育成株式会社 230,000 2.60

公益財団法人萩原学術振興財団 230,000 2.60

萩原電気従業員持株会 225,275 2.55

三井住友信託銀行株式会社 178,000 2.01

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．

上記は2021年3月31日現在の状況であります。

２．

上記のほか、自己株式を174,378株（1.93％）保有しております。

３．

公益財団法人萩原学術振興財団は、科学技術研究者を支援することにより活力ある社会の実現に寄与することを目的に、2019年７月１日に設立
された財団法人です。なお、その所有株式の全ては、当社の名誉会長である萩原義昭氏から寄付を受けたものです。

４．

上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、618千株であります。

上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、529千株であります。

５．

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、JTCホールディングス株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社は2020年７月27日付で合
併し、商号を株式会社カストディ銀行に変更しております。

６．

2020年７月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三井住友銀行及びその共同保有者である三
井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社が2020年７月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年３月31
日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　株式会社三井住友銀行：77,000株（0.85%）

　　　三井住友DSアセットマネジメント株式会社：790,000株（8.76%）

７．

2020年８月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社みずほ銀行及びその共同保有者であるアセッ
トマネジメントＯｎｅ株式会社が2020年７月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年３月31日現在にお
ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　株式会社みずほ銀行：75,000株（0.83%）

　　　アセットマネジメントＯｎｅ株式会社：327,000株（3.63%）

８．

2021年２月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行株式会社及びその共同保有者であ
る三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社が2021年２月15日現在で以下の株式を所有している旨が記
載されているものの、三井住友信託銀行株式会社を除き、当社として2021年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上
記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　三井住友信託銀行株式会社：178,000株（1.97%）

　　　三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社：304,000株（3.38%）

　　　日興アセットマネジメント株式会社：115,000株（1.29%）



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

辻中　修 公認会計士

川脇　喜久雄 公認会計士

早川　尚志 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

辻中　修 ○ ○ 独立役員に指定しております。

辻中修氏は、公認会計士としての専門知識及
び経験を、当社の監査・監督機能強化のため
に活かしていただけると判断しております。また
、東京証券取引所及び名古屋証券取引所が定
める独立性の要件を満たしており、一般株主と
の間に利益相反が生じるおそれはないと判断
し、独立役員に指定しております。



川脇　喜久雄 ○ ○ 独立役員に指定しております。

川脇喜久雄氏は、監査法人での長年の経験と
見識を、当社の監査・監督機能強化のために
活かしていただけると判断しております。また、
東京証券取引所及び名古屋証券取引所が定
める独立性の要件を満たしており、一般株主と
の間に利益相反が生じるおそれはないと判断
し、独立役員に指定しております。

早川　尚志 ○ ○ 独立役員に指定しております。

早川尚志氏は、弁護士としての専門知識及び
経験を、当社の監査・監督機能強化のために
活かしていただけると判断しております。また、
東京証券取引所及び名古屋証券取引所が定
める独立性の要件を満たしており、一般株主と
の間に利益相反が生じるおそれはないと判断
し、独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会の補助については、現在、内部監査室及び総務部の使用人が必要に応じ、適時に行っており、十分に機能しております。また、常勤
監査等委員が、社内の重要な会議に出席し、情報収集に努めております。なお、監査等委員会が職務を補助する専属の使用人を指名した場合は
、その使用人は、他部門の業務を兼務せず、監査等委員会の指揮命令のみに従うものとします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、取締役の職務執行、その他グループ経営に関わる全般の職務執行状況、事業報告等の適正性、会計監査人の監査の相当性
、内部統制システムの実効性等の監視及び検証、などの監査を実施しております。なお、会計監査については、監査等委員会が四半期に一度、
会計監査人と協議・報告・情報交換（監査計画時における監査人の識別するリスクの内容や監査結果等）を行うことにより、相互連携を図っており
ます。

常勤監査等委員は内部監査室が実施する内部監査に同行するなど内部監査室との連携を図るとともに、グループ会社監査役と内部統制事務局
責任者によって構成される監査等連絡会を毎月開催し、情報の収集・監査環境の整備に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

5 0 2 3 0 0
社内取
締役



補足説明

当社は、取締役会の任意の諮問機関として、社長を含む社内取締役２名と社外取締役３名で構成する指名・報酬諮問委員会を設置しております。
指名・報酬諮問委員会は、当社の取締役の指名・報酬等に関する事項のうち取締役会から諮問を受けた事項について、その適切性等について審
議し、答申を行います。取締役会は、指名・報酬委員会の答申を得て、取締役の指名及び報酬等の決定を行います。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

取締役（監査等委員である取締役を除く）へのインセンティブとして、経常利益を指標とする従業員の賞与支給実績をベースとし、役員個人評価を
反映した賞与を業績連動報酬として、付与しております。当該指標を選択した理由は、通常の経済活動で毎期に経常的・反復的に生じる経常利益
をベースとしていることから、業績連動の指標として適切であると判断しているためです。また、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、
中長期的な株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めるため、譲渡制限付株式報酬及び役員持株会制度を導入しております。業績連動
報酬と業績連動報酬以外の報酬等の種類別の報酬割合については、同様の報酬体系とする企業をベンチマークとする割合を踏まえ、指名・報酬
諮問委員会において検討しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告に、取締役報酬の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



（１）基本方針

当社の取締役の個人別の報酬の決定に際しては、世間水準及び従業員給与との均衡を考慮して適正な水準とすることを基本方針としております
。具体的には、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、基本報酬（金銭報酬）、業績連動報酬（賞与）及び譲渡制限付株式報酬により
、監査等委員である取締役の報酬はその職責に鑑み基本報酬（金銭報酬）のみにより構成することとしております。なお、役員退職慰労金は支給
しないこととしております（※注１）。

（２）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

基本報酬（金銭報酬）は、月額の固定報酬とし、取締役基礎報酬、役位別報酬、代表取締役報酬の積算により個人別の報酬額を決定することとし
ております。

（３）業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する
方針を含む）

業績連動報酬（賞与）に係る指標は、経常利益を指標とする従業員の賞与支給実績をベースとし、役員個人評価を反映した個人別賞与額とし毎
年、一定の時期に支給することとしております。

非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬とし、基本報酬の一定割合の金銭報酬債権を毎年、一定の時期に各取締役（監査等委員を除く）に対し支給
し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限期間の満了時までの譲渡制限を付した譲渡制限付株式の割当
を受けることとしております。

（４）報酬等の割合に関する方針

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ）の種類別の報酬割合については、同様の報酬体系とする企業をベンチマークとする割合を踏
まえ、指名・報酬諮問委員会において検討を行うこととしております。（５）の委任を受けた代表取締役社長は、指名・報酬諮問委員会の答申を尊
重し、当該答申で示された種類別の報酬割合を目途に取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとしております。

（５）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬等の構成、各報酬の算定基準については、指名・報酬諮問委員会に諮問し答申を得て取締役会で決定することとしております。

個人別の具体的な報酬額については、取締役会決議にもとづき代表取締役社長が委任を受けるものとし、その権限の内容は、基本報酬（金銭報
酬）の月額並びに各取締役の個人評価を踏まえた業績連動報酬（賞与）の配分及び支給時期としております（※注２）。取締役会は、当該権限が
代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬諮問委員会に諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当
該答申の内容に従って決定をしなければならないものとしております。なお、譲渡制限付株式報酬は指名・報酬諮問委員会の答申を得た基準に
従って、取締役会で取締役の個人別割当株式数を決議することとしております。

※（注１）但し、2013年６月27日開催の第56期定時株主総会において承認された「役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件」にもとづく役員
退職慰労金の支給は除きます。

※（注２）代表取締役社長が委任を受ける権限の内容には、2013年６月27日開催の第56期定時株主総会において承認された「役員退職慰労金制
度廃止に伴う打切り支給の件」にもとづく役員退職慰労金の額及び支給時期も含みます。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役のサポートについては、総務部が担当し、取締役会の開催案内や資料の事前提供などの情報提供を行っております。また、補佐が必
要な場合には、内部監査室及び総務部が対応しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

萩原　義昭 名誉会長
対外活動業務

（経営には関与しておりません）
常勤・報酬有 2017/6/29

１年

（契約を更新する
場合は１年契約と
します）

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

相談役・顧問規程を定め、役割・任務を決めております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要

当社は、監査等委員会設置会社の体制を採用しております。取締役会は、提出日現在、取締役（監査等委員である取締役を除く）５名、監査等委
員である取締役４名（うち社外取締役３名）で構成されています。監査等委員である取締役４名は、監査等委員会を構成し、そのうち１名を常勤の
監査等委員である取締役としております。当該社外取締役については、定款に基づき責任限定契約を締結しております。取締役会は、定時取締
役会を月１回、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催し、法令等に定める重要事項の意思決定を行うとともに、当社グループ全体の重要事項に
ついて、的確かつ迅速な意思決定を行い、急速に変化する経営環境に対応出来る経営体制をとっております。2021年３月期においては定時取締
役会を12回、臨時取締役会を４回開催し、全取締役の出席率は100％となっております。また、業務執行の迅速化と効率化を図るために執行役員
制度を導入しており、執行役員は、現在２名であります。加えて、取締役会の機能を補完し、より公平性・透明性を高めるため、独立社外取締役を
主要な構成委員とする指名・報酬諮問委員会を設置しております。

取締役、執行役員及び中核事業会社の代表取締役は、毎月１回開催される経営会議に出席し、企業経営全般にわたる検討・答申を行うほか、グ
ループ会社も含めた事業執行の状況を確認しており、議題に応じて関係者を招集の上、情報や課題を共有し、迅速に経営に関する意思決定がで
きるよう体制を整えております。なお、経営会議で協議及び報告された重要事項のうち必要なものを取締役会に議案として上程し、その審議を受
けております。

また、コーポレート・ガバナンス全般の取組み強化を目的に、取締役会において取締役の中からグループ内部統制統括責任者を定めております。
グループ内部統制統括責任者は、コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問題点の改善・是正を行うとともに、内
部統制及びコンプライアンスに関わるリスク管理等の充実に取り組んでおります。

外部監査としては、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査及び内部統制監査を独立の立場から実施しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、2016年６月29日開催の第59期定時株主総会において、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。また、2019
年６月24日開催の取締役会において、指名・報酬諮問委員会を設置を決定し、同年７月１日付で設置しました。当社がこれらの体制を採用した理
由は、コーポレート・ガバナンス体制のより一層の充実を図ることを目的とし、複数の社外取締役を含む監査等委員である取締役で構成する監査
等委員会を置くこと、また、取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化する諮問機関を設置することで、取締役会の
監督機能を一層強化し、グループ経営の透明性の確保や効率性の向上を図れるものと判断したためです。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
原則として、株主総会開催日の３週間前に早期発送する方針としております。

（2021年６月29日（火）開催の定時株主総会は、６月８日（火）に発送しました）

電磁的方法による議決権の行使
株主の皆様の議決権行使に対する利便性を高めるため、2002年６月開催の定時株主総
会より、当社の株主名簿管理人である三井住友信託銀行webサイトを利用した、電磁的
方法による議決権の行使を実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2019年６月開催の定時株主総会より、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電
子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知（狭義及び参考書類）の英訳版を提供しております。

その他
招集通知の発送日に先立って、６月１日（火）に全文を当社ホームページで早期開示して
おります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

株式公開（1995年）以降、経営トップが出席する決算説明会・第２四半期決算
説明会を定期的に開催し、アナリストや機関投資家への情報発信に努めてお
ります。2021年３月期においては、新型コロナウイルス感染防止対策として、四
半期毎にアナリスト・機関投資家を対象とした電話会議による個別面談及び決
算説明会を実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書、事業報告書、ファクトブック、決算説明会資料、そ
の他の適時開示資料等を掲載するなど、経営情報の迅速な開示に努めており
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ部門は総務部が担当しております。総務部では、重要な企業情報を集約管
理しており、この情報に基づき、常に迅速、正確かつ公正な情報開示を行う体
制を整えております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社グループでは、「萩原電気グループ企業行動憲章」を定め、健全な事業活動をとおし
て収益性を高めるとともに、活力ある発展と社会への還元を目指すために、関係法令の遵
守にとどまらず、よき企業市民として社会的貢献を果し、お客様、株主・投資家の皆様、協
力関係にある取引先、従業員、地域社会をはじめとした関係者からの信頼を得られるよう
取り組んでおります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループでは、持続可能な社会実現の為、地球環境保全が地球全体のための重要
課題であるとの認識のもと、環境保全を経営上の重要課題として位置付け、企業活動にお
いて地球環境の保全に寄与する活動を行っております。また、ボランティア募金や売電収
入の寄付の実施など、ＣＳＲの継続的な活動に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

財務報告の正確性・信頼性の確保とその推進を目的とする内部統制規程を制定するなど、内部統制システムの整備と強化に取り組んでおります
。

【内部統制システムの整備状況】

内部統制システムにおいては、「会社の業務の適正を確保する体制」を構築し、その実効性を確保するための体制の維持及び継続的な改善を図
っております。

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「萩原電気グループ企業行動憲章」及び「
萩原電気グループ企業行動規範」を制定し、その運用に努めるとともに、継続的なコンプライアンス教育・啓蒙を行う。

・コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問題点の改善・是正を行うために、取締役をグループ内部統制統括責任
者に選任し、内部統制全般の適切な整備・運用を行う。

・グループ内部統制統括責任者は、グループ環境管理委員会・グループ情報セキュリティ委員会・グループリスク対策を統括・管理するとともに、
他の委員会等を通じて社内の情報収集を行い、会社の内部統制体制の有効性の確保を図っていく。

・コンプライアンス体制の強化を目的として、企業倫理ホットラインを設置する。

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループのコーポレート・ガバナンス強化のために、取締役会において会社全体で取り組むべき課題（社会的責任・リスク対策）の方針を決
定する。

・グループ内部統制統括責任者はその方針に沿って、主管部署を指示しリスク管理規程をはじめとする関連規程の整備・運用等、当社のリスクマ
ネジメント体制の充実と強化を図っていく。

・当社グループの情報セキュリティのシステム確立とその推進を図るための委員会組織としてグループ情報セキュリティ委員会を設け、情報セキュ
リティ基本規程、情報セキュリティ運用基準書をはじめとする関連規程、ガイドライン、マニュアルなどの整備を進める。

（３）当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・業務の執行が法令及び定款に適合するとともに、業務の適正と効率性の確保を目的として、組織や業務分掌をはじめとする社内規程を定め業
務を執行する。

・これらの規程は、法令の改廃や業務の見直し等、必要のある場合に随時見直しを行うものとする。

・業務執行部門から独立した取締役社長直轄の内部監査部門を設置し、各部門の業務プロセス等をチェックし、不正の防止とプロセスの改善に努
める。

・グループ内部統制統括責任者のもと、関連部署が主管となり当社グループのガバナンス強化・取り組みを円滑かつ効果的に推進することを目的
とする内部統制規程を制定し、内部統制システムの整備と強化を進める。

・子会社管理規程、関係会社管理規程及び海外事業会社管理規程を定め、事業規模に応じ当社と同様のコーポレート・ガバナンス体制及び内部
統制システムの構築を推進し、上記取組みが企業集団として機能するように必要・適切な管理を行う。

（４）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役は、その職務の執行に係る情報及び文書の取り扱いについて、社内規程を定めるとともに、その規程の定めに基づき、適切に保存し管理
を行う。社内規程は法令の改廃等、必要のある場合に随時見直しを行うものとする。

（５）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役は、合理的かつ効率的な職務執行を確保するために、職務の役割分担を定めるとともに、取締役会規程や職務権限に基づき業務を執行
する。

・当社で毎月開催される経営会議において、事業子会社の予実状況、収支状況、重要な事業計画の進捗等のレビューを実施し、必要に応じて協
議を行い職務執行の効率性を確保する。

（６）監査等委員会監査の実効性確保体制

・監査等委員会は、必要に応じて監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人を指名することができる。また、その場合の取締役及び使用
人は、監査等委員である取締役以外の指揮命令を受けないものとする。

・監査等委員会は、内部監査部門から内部監査状況に係る情報の提供を受けることができるほか、重要な会議の内容の報告を受けるものとする
。また、監査等委員会が選定した監査等委員は、必要に応じて会社の業務及び財産の状況の調査を行うことができるものとする。

・監査等委員会は、代表取締役、会計監査人との定期的な情報交換の場を持つものとする。

・当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、業務執行において法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れがある事実を発見した
場合は、速やかに当社の監査等委員会に報告する。また、報告をした者は、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないものとする。

・監査等委員の職務執行について発生する費用は、監査等委員の請求により当社が負担する。

（７）反社会的勢力排除に向けた体制

・当社及びグループ会社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、取引関係を含め一切の関係をもたない。

・また、反社会的勢力からの不当要求等に対しては、組織全体として毅然とした対応をとるとともに、関連する情報の収集や蓄積を行い、反社会的
勢力排除のための仕組みを整備する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

・当社グループは、前述の「萩原電気グループ企業行動憲章」において「法令や社会的規範、社会的良識に基づいた企業活動を行うとともに、社
会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体とは一切係わらない」旨を定めグループ内への周知・徹底を行っております。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

・当社グループでは「反社会的勢力対策規程」を制定し、総務部を担当窓口とした反社会的勢力を排除する体制を構築しており、暴力追放愛知県
民会議に加入しセミナーに積極的に参加するほか、警察本部や管轄警察署と連携を取りながら、反社会的勢力の情報収集・排除に努めておりま



す。

　また、全役員及び全従業員から反社会的勢力と関係のない事の「確認書」を取り付けているほか、新規の取引先におきましては、商談に先駆け
て、経営管理部による反社チェックの実施を義務付けるとともに、全取引先を対象とした定期的なローリングによるチェックも実施しております。

　なお、継続的な取引を行う場合には、「取引基本契約書」の締結を原則としており、この契約書に暴力団等の排除条項を入れるなど、反社会的
勢力の排除に向けた体制の構築・運用を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社では、重要な企業情報を集約管理するとともに、常に迅速、正確かつ適切な情報開示を行う体制を整えております。また、インサイダー情報
は、社内規程である「内部者取引防止規程」に従い、法令違反がないよう適切に管理しております。

具体的には、その内容により次のような体制となっております。

１．決定事実

重要な決定事実につきましては、総務部が当社及びグループ会社の稟議事項及び取締役会議案の取り纏めを行っており、その案件の内容に応
じて、情報開示担当役員、総務部長及び関連部署による開示の要否について検討を行い、開示が必要な場合は総務部から速やかに開示を行い
ます。

２．発生事実

発生事実につきましては、重要事実の発生を認知又は発生の疑いを持った当社及びグループ会社の各部署は、所属の部門長が速やかに、総務
部及び関連部署に連絡を行い、社長、情報開示担当役員、総務部長及び関連部署で、開示の要否について検討を行い、開示が必要な場合は総
務部から速やかに開示を行います。

適時開示における社内体制の統制図は別紙のとおりであります。



 

 

 

（適時開示に係る社内体制の状況について） 
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